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平成25年 （ワ）第46号 ，同第220号 ，平成26年 （ワ）第224号 直送済

損 害賠償請求事件

原 告 武 田悦子 外1573・ 名

被 告 東京 電カ ホールデ ィングス株式会社 外1名

被告東京電力準備書面 （16）

（原告 ら準傭書面 （31） に対す る反論）

平成29年1月16日

福 島地方裁 判所 いわ き支部 民事 部 御 中

被告難 遮 イ㌘ 式竪 馨

同 ， 田 ・ 中 秀 幸 難

x‘ ．’．L

同 青 木 翔太郎（繋

緬 代臥 弁護士 石 川 陽 菜 繋

第1は じめに

本準備 書面にお いては，原告 ら提出の準備書面 （31） （～初期 混乱期の精

神的損 害～） （以下 「原告 ら準備書面 （31） 」 とい う。 ）にお け る原告 らの

主張に対 して，必要な範囲で反論するものである。
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なお，被告東京電力提出の答弁書及び準備書面において定義 された文言につ

いては・特に断 りのない限 り，本準備書面においても，同様の意味を有するも

のとす る。

第2原 告 ら準備 書面 （31） に対す る反論

1初 期避難における強制避難者と自主避難者の同等性について

＜

原告 らは，本件事故によって，不安 と恐怖のあまり避難 を実行 した人と，政

府 の指示の もとに避難 を実行 した人 との間に，その精神的負担において，本質

的差異はなく，む しろ自治体などの助けもなかった点については， 自主的避難

の方が強制避難地域からの避難 よりも過酷であったと言 えるところ，このよう

な避難者の不安や，様々な事情か ら避難することもできず滞在せ ざるを得なか

った市民の不安は，一般人 ・通常人の感覚に照 らして合理的不安であ り，原告

らは 「身体権に直結 した平穏生活権」が侵害されたのであって，これについて

原告 らが被告東京電力か ら受けている賠償金額は，あま りに低額すぎ，合理性

や相当性を有 さないと主張する （原告 ら準備書面 （31） の2～5頁 ）。

しか しなが ら，被 告東京 電力準備書面 （4） において詳述 した とお り，中間

指針等及び同指針等に基づき被告東京電力が公表 している自主的避難等対象者

に対する精神的損害の賠償基準は，原子力損害賠償紛争審査会において，自主

的避難 等が政府の避難指示等による避難ではないことか ら，避難等対象者 と同

等の額を賠償すべきとはいえない との共通認識のもと審議が行われ，平穏な生

活 を妨害 された場合の裁判例の検討 も行われた上で，本件事故発生当初の時期

において，十分な情報がない中での放射線被ばくへの恐怖や不安 を抱 くことに

ついて一定の限度で合理性があるとして，大人について8万 円，妊 婦 ・子供に

っ いて40万 円 （実 際 に避難 した揚合 には，被告東京電力においてはこれに2
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0万 円の賠償額 を上乗せ して賠償 している。）等 と定められたものであ り （な

お，毎 日過酷な現実の騒音被害にさらされている住民原告による損害賠償請求

（国賠）事件である大阪国際空港最高裁判決 （最大判昭和56年12月16日 ・

判例 タイ ムズ455号171頁 ） たおいて も，精神的損 害 として月額1万 円が

賠 償額 として認 定 され ている。），十分に合理性 ・相当性を有するものである。

2中 間指針等に基づく賠償の必要性及び合理性について

（1） 中間指針等 は賠 償め上 限を示すものではない とい う主張について

＜

原告 らは，中間指針等は，和解の仲介及び当該紛争の当事者 による自主的

な解決に資する一般的な指針にすぎず，訴訟において，損害の捉え方を制約

した り，賠償範囲を制限 した り，賠償額の上限を画 した りするものではない

と主張する （原告 ら準備書面 （31） の6頁 ）。

しか しなが ら， 中間指針等が定める精神的損害に関す る賠償額の指針は，

「合理的に算定 した一定額の賠償」を示 したものであるところ，中間指針の

策定については，第一線の法学者及び放射線の専門家等の委員会か らなる審

査会において，損害賠償の一般法理の観点か ら，本件事故による被害の実情

を踏まえっっ，他事案における多数の裁判例や慰謝料額の基準等 も検討 しな

が ら，公開の議場で十分な審議 を重ねて策定 ・公表 されたものであって，本

件事故の被害者に対する慰謝料額 として十分に合理性 ・相当性 を有すること

にっいては，被告東京電力準備書面 （4） の28～47頁 及 び同 （7） の3

～4頁 において詳述 した とお りであ る
。

また，その策定の過程においては，審査会における法律専門家による過去

の裁判例などの審議 ・検討 も行われているが，能見会長 （当時。以下同様。）

は， 「裁判でいけば認められるであろ う賠償を一応念頭 に置きなが ら…中間
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指 針 とか ， あ るい は， そ の補 足 の指 針 と して 出 して きて い る とい うもの で ご

ざい まれ 」 （第2’1回 審 査 会議 事 録 ・乙C19の17頁 ） と述 べ てい る。

さ らに ， 能 見 会長 は ， 「：堂Hitfiと して説 明 で き るか とい “こ とが 」

と述べ （第24回 審 査会議事録， 乙C20の20頁 ） ，鎌 田薫委員 も， 「指

針 は，損 害賠償の一般法理に照らして説明できないことをそのときの勢いで

やって しまったと事後的に評価されるのではやっぱ りまずい」， 「lig2Eigi1！g

損害賠償 の範 囲を決 めて しまった とい ’ふ ’に≡われるのは この指針全体

〈

の信頼性 も揺るが ことになる」 と述べている （第25回 審査会議 事録 乙

C21の37頁 ）。

この よ うな発言 か らしても，公開の場で審理がなされる審査会が，中立の

立場で中間指針等の策定をしてお り，その内容にっいては損害賠償の一般法

理 とい う法律的見地か ら合理的に導かれるものでなけれぱならないとの立場

に立っで，裁判上の解決の揚合をも視野に入れて中間指針等を策定 している

ものであることは明らかである。

また，中間指針等は原賠法 とい う法令に基づ く法令上の指針であるところ，

その指針の位置付けが 噛 主的な解決に資する一般的な指針」とされている

からといって，その内容が法的に不合理なものであってよいはずがないこと

は明 らかである。む しろ，自主的な解決の促進 を目的 とするものである以上

は，その内容は 「法的にみて妥当であり合理的な賠償額」でなければならな

いのであ り，そ うでなけれぱ，裁判外において両当事者が納得をせず，法的

紛争解決の指針 として機能せず，自主的な解決が促進 されない結果 となるこ

とが明らかであるからである。

原告 らは，中間指針等が 「自主的な解決に資す る一般的な指針」であるこ

とをもって，訴訟上の合理性がないかのように主張するが，む しろ逆であり，

自主的な解決に資す る一般的な指針たり得 るためには，両当事者が納得 し得

るだけの基準 としての合理性が必要 とされ るのである。原告 らの主張は，中
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間指針等の性格やその実質を正解 しないものであって，失当である。

（2）中間指針策定経緯から見た同指針の不十分性に関する主張について

〈

原告 らは，本件事故 による被害に関する賠償指針 を決定するためには，指

針策定者が 自ら被害現場 に赴 くなどして，綿密に被害実態を調査する必要が

あったにもかかわ らず，中間指針追補の策定にあた り行われた調査は，平成

23年10． 月20日 に，福 島市長 ，福 島県弁護 士会所属の弁護士，市民団体

2名 か らの ヒア リングを実施 しただけで， 「浜通 り地方」や 「中通 り地方」

等様々な地域の被害者の声を広く集め，集計 し，賠償基準を策定 したのでは

なかったか ら，中間指針策定における被害実態の調査は不十分であったと主

張する （原告 ら準備書面 （31） の6～7頁 ）。

しか しなが ら， 中間指針 追補の審議過程は，前述の とお り，第一線の法学

者及び放射線の専門家等の委員からなる審査会において，慰謝料の裁判例並

びに慰謝料額の基準を慎重に検討 ・議論 し，これ を踏まえて，公開の議場で

十分な審議 を重ねて策定 ・公表されたものであるところ，被告東京電力準備

書面 （7） の6～7頁 において述べ た とお り，審査会での指針策定に係 る審

査過程においては，本件事故による被害について関係省庁 ・関係 自治体から

の意見聴取や政府関係者か ら詳細な被害実態 の報告が多数 されて，本件事故

による広範かつ膨大な被害の全体像を把握す る作業が行われてお り，また，

中間指針策定後 も，被害の実情に即した賠償基準となるように引き続き審理

が行われ，中間指針第二次追補の策定 ・公表す るにあたって も，関係省庁 ・

関係 自治体か らの意見聴取がなされている。

したがって，審査会の策定 した指針に基づ く精神的損害の賠償基準は，そ

の策定手続及び内容において合理的かっ相当なものであるか ら，中間指針策

定における被害実態の調査は不十分である とい う原告 らの主張は当たらない。
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3初 期混乱期の被害にっいて

（1） 「自主」 では な い とい う主 張 にっ い て

＜

原告 らは，本件事故によって，見えない放射性物質が迫って くるかもしれ

ない とい う今までに体験 したことのない恐怖を感 じたところ，原告 らが本件

事故時居住 していた福島県いわき市は本件原発のある浜通 りに位置 してお り，

浜通 りは一体 とした同じ経済圏，文化圏であるか ら，その圏内の一部でその

ような爆発が起こづた とい う恐怖は，浜通 りに住む住民が共通に受けた被害

であって，原告 らの初期の大混乱の中での避難iが 唱 主」 な どとい う言葉で

は到底評価できないと主張する （原告 ら準備書面 （31） の7～9頁 ）。

しか しなが ら，政府 は，本件事故に係 る避難区域 を設定するに当た り，国

際放射線防護委員会 （ICRP） が提言す る緊急時被 ば く状況 の参考 レペル

の範囲 （年間20～100ミ リシーベル ト） の うち，安全性 の観点から最 も

厳 しい値をとって年間20ミ リシーベル トを採 用 してい るが，20ミ リシー

ベル トの被 ば くに よる発 がん リスクは他の要因による影響によって隠れてし

ま うほ ど小さい とされ，喫煙，肥満，野菜不足などの他の発がん要因による

発がん リスクよりも低い とされているところ （乙A37） ， 自主的避難等対

象区域 は，年 間20ミ リシーベル トを超 えない避難 区域外の地域であ り，同

地域における被ぼ くによる発がんリスクはそ もそも非常に低いことが前提 と

されている （被告東京電力準備書面 （4） の43～44頁 ）。

実際 いわき市 におい ては，被告東京電力準備書面 （13） の6～13頁

において述べ た とお り，本件事故直後，放射線量が一時高 くなったものの，

その後急激に低下 し，平成23年4月 には毎時1マ イ クロシーベル トを大 き

く下回 るに至 り，その後の6月 には，毎時0．24マ イ クロシーベル トと概

6



2017／01／16／ 月17：39 シティユーワ法律事務所
▲FAX番 号：03 －6212－5700

P，040／059

ね 年 間1ミ リシーペ ル トの領 域 に ま’で 低 下 して い る こ とが認 め られ るの で あ

る （乙C31の2） ’。

Elt1 ． ”tltl｝ ，th・vt“1‘ ｝U

lii
iiil

頗

鉋田

’帥
．

願■ 澗』 悩 ウ蝿 一々弊ノ囎蘭3

已 噛 殿r目 酬 幽
1魂 鱒 臼剛 ヨ魎 ぬ 磯

｜ 蔦蜘・《謂 銅E鞠11噺
’L、 、、匂

瞳＿　 　 凶

 

望

一 一 ・一 一 竃

1

＜ 以上のとお り， 自主的避難等対象区域については，放射線被ば くによる健

康被害の リスクについては問題がない水準であ り，，それゆえ政府によっても

避難等の指示の対象 とされておらず，そのことはいわき市民にも広 く周知 さ

れている実情にあった （乙C31の1～ 乙C31の3， 乙A51な い し乙A

56， 乙A58の ユない し乙A58の30） 。審査会 において も， 自主的避

難等対象者は，政府による避難指示 に基づき避難を余儀なくされたものでは

ないことか ら，中間指針追補が 「賠償すべき損害額にっいては， 自主的避難

が，避難指示等により余儀なくされた避難 とは異なることか ら，これに係 る

損害について避難指示等の場合 と同じ扱い とすることは，必ず しも公平かつ

合理的ではない」 （乙C3の7頁 ） との共通認識 の も とで審議 が行われてい

る。

（2） 究極 の選択 に迫 られた とい う主張について
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＜

原告 らは，初期混乱期 において，いわき市民の半数が避難を選択 してお り

（甲A145） ，いわ き市民は，迫 りくる放射性物質の恐怖の中で，避難 が

可能な人はすべて避難 を選択 したところ，国や行政の手助けもない中で，自

力で避難 しなけれぱな らなかったのであり，他方，社会的立場 仕事上 ・経

済上の理由などから避難 した くてもできない人も多数存在 したが，滞在者の

恐怖は筆舌に尽 くしたがいものがあつた，そ して，子供や妊婦は，放射能に

対 し感受性が強い とい う程度の知識はあったことか ら必死に避難をしたこと

などか らす ると，放射能の恐怖の中で避難を実行 したのは，政府による指示

のもとで避難 した精神的負担 と，恐怖のあま り 唱 主的」に避難 した避難者

の糟神的負担 との間には，本質的な違いはないはずであると主張する （原告

ら準備書面 （31） の9～10頁 ）。

しか しなが ら，平成23年3月15日 時点において，いわ き市か ら他 の地

域へ避難 をした自主的避難者数は1万5377人 とされ てお り（乙C23） ，

いわ き市の本件事故 時点 の人 口 （34万2249人 ， 乙C47） に 占める上

記 自主 的避難 者 の割合 は約4．5パ ーセン トに とどまってい る。 また，平成

24年3月 時点での18歳 以下人 口は，本件事故以前 と比 して8745人 の

減少 （約1ン ¶一セ ン トの減少） に とどまっている （乙C44） 。

したが って，本件事故直後 の初期混乱期 において，いわき市民の半数が避

難を選択 しているとの主張は誤 りである。

なお，被告東京電力準備書面 （13） の16頁 において述べ た とお り，い

わき市 は，本件地震及びこれに伴 う津波によ り，多大な被害を被っているた

め，乙C第23号 証 に記載 され た 自主 的避難者数 には，地震及び津波による

被害を原因 として避難を余儀なくされた方も数多く含んでいると考えられ る。

また，原告 らは，いわき市民は，放射能の恐怖の中で避難を実行 したと主

張するが，前述のとお り， 自主的避難等は政府の避難指示等による避難では

ないことを踏まえ，被告東京電力準備書面 （7）14頁 において述べ た とお
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り， 自主的避難等対象者 のうちの避難者の精神的損害については，実際に避

難 をす ることによって基本的に被ばくを回避することができる （そのために

避難 しているものである。）ことから， 「自主的避難により，正常な日常生

活の維持 ・継続が相当程度阻害されたために生じた精神的苦痛」を賠償すべ

き損害 とされているものであ り，自主的避難等対象区域 においては，避難の

指示はもとより，屋内退避の指示す ら出されてお らず，新聞報道等によbて

伝 え られてい る低線 量被 ば くの科学的な知見に係 る情報提供等の実情を踏ま

えると，その賠償額は合理性及び相当性を有する （審査会も参照 している大

阪国際空港最高裁判決における毎 日過酷な騒音にさらされている住民 らの慰

謝料額が月額1万 円であ ることも参照 されるべ きである。）。

（3） 損害 の評価 の不 当性 に関す る主張について

〈

原告 らは，自主的避難等対象区域の大人に対 し，第 ユ回 目の賠償 として一一

人当た り8万 円が支払 われたが，仮にその半分に相当す る4万 円のみが大人

に対す る精神 的慰謝料であるとすると，命がけで逃げた避難の慰謝料が4万

円だけでは十分 とは到底言 えず，また，命の危険を感 じながら，様々な理由

か ら逃げるに逃げられずいわき市内に死の恐怖を感 じながら滞在 していたこ

とに対す る精神的損害が，わずか4万 円だけで十分 である と到底評価できる

ものではないと主張す る （原告 ら準備書面 （31） の10頁 ）。

しか しなが ら，被告東京 電力準備書面 （4）’45～46頁 において述べ た

とお り，妊婦及び子供 を除く自主的避難等対象者に対す る本件事故発生当初

の時期の賠償 として8万 円 とい う金額 は合理性，相 当性 を有するものである。

なお，原告 らは，4万 円のみ が大人 に対す る精神的慰謝料であることを前

提 として主張 しているが，被告東京電力は，中間指針等に基づき，妊婦及び

子供を除 く自主的避難等対象者に対 して，本件事故当初の精神的損害として，

9
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生活費の増加費用等 も精神的損害と合算 して算定されたいわば包括慰謝料 と

して一定額 （一人当た り8万 円）を賠償 してい るのであって （乙C3の5～

6頁 ），被告東京電力が賠償 す る精神的慰謝料が一人当た り4万 円に限定 さ

’れ てい る とい うものではない
。

（4） 妊婦 が受 けた恐怖 に関す る主張にっいて

＜

原告 らは，十分な情報 もない中で，外に出て空気を吸っていいのか，子供

を どうやって守れぽいいのか とい う恐怖の選択を迫 られた妊婦に対する賠償

が，生活費分を含 め，わずか40万 円 （避難 を実施 した場合 には60万 円）

とい う金…額 は十分で ない と主張す る （原告 ら準備書面 （31） の10～11

頁）。

しか しなが ら，妊婦 （及び子供）については，それ以外の大人 と比較 して

放射線への感受性が高い可能性があることが一般に認識 されてお り，放射線

被ばくへの恐怖や不安を抱 くことにっいて，一定の合理性が認められること

から，中間指針追補において，被害者救済の観点より，賠償対象時期が本件

事故発生か ら平成23年12月31日 まで，賠償額 が40万 円 とされた もの

で あるが， この点については，政府による避難指示等を受けた避難等対象者

についての本件事故発生から平成23年12月31日 までの慰謝料額が80

万円 とされ ている こととの対比で考えた場合においても均衡 を失するもので

はなく，妊婦の自主的避難等対象者に対する賠償額 を40万 円 とす るこ とに

は十分合理性 が認 め られ る （被告東京電力準備書面 （4）の46～47頁 ）。

さ らに，被告東京 電力は，実際に自主的避難を行った妊婦に対 しては，上

記中間指針追補に基づ く賠償に加 え，さらに20万 円の賠償 を行 っているこ

とに加 え，中間指針第二次追補 を踏まえ，平成24年1． 月1日 か ら同年8月

31日 まで の期間 について計12万 円の 自主的避難等 に係 る賠償 を行ってい
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るものであり （合計72万 円とな る。），か かる金額が不合理であるかのよ

うにい う原告 らの主張には理由がない。

（5）低額 な金銭 的評価 に関す る主張について

＜

原告 らは，初期混乱期における恐怖の中の避難，恐怖の中の屋内退避 を考

えて も，裁判実務における慰謝料の金額を概観す ると，4万 円 とい うのはあ

ま りに低額 な慰謝料であって，明らかに約150万 人 とい う自主的避難対象

区域 の住民への賠償 となることから，賠償の原資を意識 しての政治的な賠償

額の決定であり，法に基づく損害を直視した賠償 とは到底言 えず，私法は，

あくまで客観的に被害を認定すべきであると主張する （原告 ら準備書面 （3

1） の11頁 ）。

しか しなが ら，これま で述べてきたとお り，中間指針等の定める賠償額は，

過去の裁判例の賠償水準も踏まえっつ，本件事故後の避難指示の対象 となら

なかった 自主的避難等対象区域の状況をも踏まえて定められた相当かつ合理

的な金額であり，賠償の原資を意識 しての政治的な賠償額 の決定であるとい

う原告 らの主張は不当な論難である。

4ア ンケー ト方式陳述書結果から見る初期避難の実相にっいて

（1’） 合 理性 の基 準 につ い て

原告 らは，原告1ユ52人 に対す るア ンケー ト方式 の陳述 書の統計結果及び

その自由記載欄の内容の検討にあた り，過半数が回答すれば，それは通常の一

般人で も恐怖を感 じるとか，不安を感 じることになるが，それ以下の場合であ

っても，それは避難 した人の行動が地域や社会に共感を持って受 け止められる，

11
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＜

かどうかの問題であ り，また，同アンケー トの対象原告は，初期混乱期におけ

る自主的避難者の割合が48．2％ と，市のアンケー ト結果 と一致する傾 向に

あるとお り，偏った考えを持たない普通の市民集 団であると主張する （原告ら

準備書面 （31） の11～12頁 ）。

しか しなが ら，いわ き市 における自主避難者は，平成23年3A15日 時点

で1万5377人 であ り，いわ き市の本件事故時点の人 口に占める自主的避難

者数の割合は約4．5パ ーセ ン トに とどま ってい るか ら （乙C23） ，いわき

市民全体 の多 くが実際 に自主的避難 をしたとい う実情にはない。

また，市のアンケー ト結果 （甲Al45・ ）は，20歳 以上のい わき市民の 中

か ら無 作為 に抽出 した3000件 に，市政 モニター20L件 及び市政eモ ニ ター

100件 を加 えた3120件 を対象に実施 されたが，その うち実際に回答 した

のは上記対象件数の40．4パ ーセ ン ト （1261件 ）に とどま る。 かか る回

答件数 は，本件事故時点におけるいわき市の人口 （34万2249人 ）のわず

か約O，4パ ーセ ン トに とどま り，市のア ンケー トがごく限 られたいわき市民

のみを対象 として実施 されたものであることは明らかである。

また，市のアンケー ト結果によると，平成23年3． 月15日 まで に避難 をし

たい わき市民 は・回答者のうち64・6パ ーセ1／トで あるが，前述 の とお り，

同 日時点でのいわき市における自主的避難者数は，同市の本件事故時点の人 口

の約4・5パ ーセ ン トに とどまってい ることからす ると，かかるアンケ「 ト結

果をもって，いわき市内における自主的避難の実情を客観的に裏付ける資料で

あると解することはできない。

（2） 本件原発 の悪化 と原告 らの気持ちに関する主張について

原告 らは，上記原告1152人 に対す るア ンケー ト結果 （以下 「原告アンケ

ー ト結果」 とい う
。） を踏まえると，本件事故当時，8割 前後 の原 告が放射性

12
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＜

物質に対する不安を訴えていたことは，原告 らが 「放射線が目の前に迫ってい

る，もしくはもう到逮 している」 との不安を抱いていたことを意味するため，

本件事故当時判断能力があった原告のほぼ全員がこのような恐怖体験をしてい

ること，また，本件事故後，被告東京電力や被告国から，避難する必要がある

か否か，また周辺の空間放射線量はどの程度かなどの情報がまった く提供 され

ず，本件事故直後の情報不足による混乱が認められることか らすると，初期混

乱期 における原告 らの不安や恐怖に伴 う精神的負担は大きい と主張す る （原告

ら準備書面 （31） の12～14頁 ）。

しか しなが ら，政府や 専門機関等において，本件事故後のいわき市民がいわ

き市から避難すべきであるとの見解が出されたことはなく，実際にいわき市は

避難指示の対象 とされてお らず，む しろ，冷静な対応を呼びかけるメッセージ

の発出や新聞報道等がなされていたことは明らかであるから （乙C31の1～

3， 乙A51な い し乙A56， 乙A58の1な い し乙A58の30） ，原告 ら

の上記主張 は事実に反 す る。実際に，いわき市の大多数の住民は自主的避難を

選択 していない と認められる （乙C23） 。

（3） 自主的避難 の実施 に関す る主張について

原告 らは，原告アンケー ト結果を踏まえると，原告 らの うち自主的避難 を実

施 したのは全体の約5割 である ところ，原告全体 の約8割 が避難 を したい と考

えてお り， その うち3割 は，様 々な理 由で避難 を実施できなかつたが，自由記

載欄を見ても，避i難をす ることには，今後 の生活 の不安や仕事上の不安，高齢

者や子供を連れての避難に対する不安等，相 当な葛藤や不安があったと主張す

る （原告 ら準備書面 （31） の14頁 ）。

しか しなが ら，いわ き市民の うち，実際に避難を実行 したのは，平成23年

3．月15日 時点 において全体 の約4、5パ ーセ ン トで あるこ と，本件事故発生
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当初 の時期の不安についてはゴ 中間指針追補等において考慮 されていること，

また，本件事故後におけるいわき市内での放射線量は健康上問題 となるもので

はないことなどか ら，同指針等の賠償基準に合理性，相当性が認められること

は前述のとお りである。

（4）滞在者の生活状況に関する主張について

司

原告 らは，様々な理由か ら自主避難を実施せずにいわき市に滞在をし続けた

人は仕事の都合，移動手段やガソリンの欠如，家庭内に避難 弱者がいるなど様々

な理由で 自主避難を実施できなかったが，そのような滞在者の生活状況は，放

射性物質のためにいわき市への物流がほぽ止まって しまったため物質面での苦

労があり，また，放射性物質に関す る十分な情報がな く，終わ りの見えない不

安 と，恐怖のもと，過酷な生活環境に置かれていたが，自由記載欄を見ても，避

難を したくても，様々な事情で避難を思い とどま らざるを得なかった者もいた

ことか らすると，避難 をしなかった原告らにもかな りの葛藤があったことが窺

えると主張する （原告 ら準備書面 （31） の16～20頁 ）。

しか しなが ら，審 査会で は，福島市長や福島県弁護土会 の弁護士等から福島

市における自主的避難状況，自主的避難者が感 じている不安，生活阻害事情な

どに関する意見聴取等 を踏まえ，滞在者 も放射線被ばくからの恐怖 ・不安から

行動の自由が制限 されているとい う意味において， 自主的避難者 と同様に，生

活阻害が生 じているのではないか等の議論がなされている （乙C13の19～

42頁 ， 乙C14の13頁 以下）。

そ の上で， 中間指針追補 では，自主的避難等対象者の うち滞在者の精神的損

害について， 「放射線被曝への恐怖や不安，これに伴 う行動の自由の制限等に

より，正常な 日常生活 の維持 ・継続が相当程度阻害 されたために生 じた精神的

苦痛」を賠償の対象 としてお り，本件事故発生当初の時期 の損害 として，避難
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を実行 した者 と同じ金額 （一人当た り8万 円）を損害額 として認 定 している （乙

C3） 。

そ して，上記 自主 的避難等対象者に対す る精神的損害の賠償額について合理

性，相当性が認められることは前述の とお りであるから，原告らが指摘する滞

在者の恐怖 ・不安や，生活阻害による精神的苦痛についても審議の上で，十分

考慮 されているものである。

（5） 自主避難実行者 の損 害に関す る主張にっいて

〈

原告 らは，十分な情報がない中で，被ば くへの恐1布や不安か ら逃 げたい とい

う思い が自主的避難者の共通 した根源的な避難理由であつたのであ り，そのた

め，原告らの うち自主的に避難を実行 した者の79．3・ ／。が本件原発 の1号 機

が水 素爆発 を起 こした平成23年3月12日 の直後 に避難 し，夫部分 は同．月1

7日 までに避難 を実行 し， 同月24日 までには95．5％ の自主避難者が避難

を した が， 自主的避難者の中には避難弱者 （乳幼児，要介護者等） もいたこと

か ら避難の実行も容易ではないところ， 自由記載欄を見ても， 自主的避難者は

精神的 ・肉体的な負担を負っ，ているな ど， 自主的避難者は，不安や恐怖の末に

自主避難 とい う究極の決断をしているのであって，情報がほぼ存在 しない中で

不安 と恐怖の中で避難 を実行 した行為は，強制避難区域からの避難 と何 ら本質

において差異はないと主張する （原告 ら準備書面 （31） の20～24頁 ）。

しか しなが ら，自主的避i難等対象者 の うちの避難者 の精神的損害にっいては，

実際に避難 をす ることによって基本的に被ば くを回避す ることができることか

ら， 「自主的避難によ り，正常な 日常生活の維持 ・継続が相当程度阻害された

ために生 じた精神的苦痛」を賠償すべき損害 とされていること及びその賠償額

の合理性，相当性が認 められることは前述のとお りである。
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（6）妊婦が受けた精神的損害に関する主張について

＜

原告 らは，妊婦は通常時でも非常に不安な時期に，子供への放射能の悪影響

が出るのではないか とい う母 としての心配があり，自由記載欄 の見ても，妊婦

の精神的負担は大 きかったと主張する （原告 ら準備書面 （31） の24～25

頁）。

しか しなが ら，前述 の とお り，妊婦 （及び子供）については，大人と比較 し

て放射線への感受性が高い可能性があることが一般に認識 されてお り，放射線

被ばくへの恐怖や不安を抱 くことについて，一定の合理性が認 められることか

ら，被告東京電力 としては，中間指針追補及び同第二次追補を踏まえ，実際に

自主的避難 を行った妊婦に対 して，本件事故発生から平成24年8月31日 ま

で の期 間について合計72万 円を賠償 してい るものであ り， かかる裁判外での

賠償 には合理性 ・相 当性があるとい うことができるのである。

5一 律請求 の合理性 にっ いて

原告 らは，初期混乱期において，原告 らは，強制避難区域か らの住民 と何 ら

変わらない避難の実行が行われた り，情報がほとん ど伝 えられない中で生命 ・

身体の危険を感 じながら滞在せ ざるを得なかったか ら，少なくとも初期避難時

期において，受忍限度を超える平穏生活権の侵害があったことに疑いはなく，

問題 は，それに対する相当な賠償額についてであるが，各原告 らについて個別

の損害計算 を行えぱ，煩雑 な作業を原告や裁判所に強いることにな り，早期救

済の妨げにな り，また，放射線被 ばくに対する 「不安」 とい う本質的同質性が

原告内にあることは疑いのない事実であるか ら，全員に共通する額 として一

般 ・子供には1人 当た り25万 円，妊婦 には1人 当た り50万 円 とい う一一・Gtl請

求を行 うこ とは極 めて合理性 があると言 えると主張する （原告 ら準備書面 （3
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1） の25頁 ）。

しか しなが ら， 中間指針追補等においでも，自主的避難馨対象者間の公平等

も考慮の上で，大人及び妊婦 ・子供 とい う類型別での一律包括慰謝料方式を採

用 しているのであ り，自主的避難等対象者数などを考慮すれば，そのような方

式を取 ることには合理性がある。その上で，原告 らは賠償額を問題 としている

ものと解 され るが，この点については繰 り返 し述べるとお り，中間指針追補等

の内容には合理性，相当性が認 められるものであり，かかる賠償額を超えての

原告 らの慰謝料請求には理由がないものである。

以 上

〈
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